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１．はじめに 

住宅・建築物の省エネルギー基準では「一次エネ

ルギー消費量」を指標の１つとしており、国総研は

建築研究所と協力し、エネルギー消費量の評価方法

の開発を行っている。ここでは、地域の気候風土に

応じた「建築的工夫」として、住宅における地盤の

熱を活用した換気システムの評価手法の研究開発に

ついて紹介する。なお、詳細については日本建築学

会大会梗概1)を参照されたい。 

２．システム概要と暖冷房エネ削減効果の実証 

基礎断熱住宅における床下の温度は、地盤の熱に

よって、冬季は外気温より高く、夏季は外気温より

低くなる。そのため、床下を経由して外気を取り込

むことで、外気が地盤の熱によって予熱され、暖冷

房エネルギーの削減が期待される。このようなシス

テムをここでは「床下利用換気システム（図－1）」

と呼び、実証実験によって、暖房時は8.4%、冷房時

は12.9%のエネルギー削減率を確認した（表参照）。 

３．評価手法の概要 

本システムの省エネルギー効果は、床下を経由す

ることで「室に給気する外気を予熱する熱量」と「室

から床下へ損失する熱量」で決まる。これらは「床

下温度」が決まれば容易に求まるものであるが、床

下温度は「地盤温度」に左右される。そこで、新た

に「地盤温度」の推定式を作成1)し、時々刻々の床

下温度を求め、暖冷房の省エネルギー効果を評価す

る手法を開発した。 

４．省エネ基準に準拠したエネルギー評価への反映 

評価手法は省エネ基準に準拠した計算プログラム

2)に反映（平成26年10月）された。図－2は実証実験

を行った建物の計算結果である。実験は期間限定の

ため削減率に差はあるが、傾向は概ね一致している。 
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図－１ 床下利用換気システムの概要 

表 暖冷房エネルギー削減効果（実証実験結果） 

 冬季 夏季 

三種 

換気 

床下

利用 

三種

換気 

床下

利用 

日平均外気温（℃） 2.2 2.4 26.4 27.3 

消費電力量（kWh） 11.9 10.9 4.2 3.7 

消費電力量削減率 8.4% 12.9% 

滋賀県東近江市の実験住宅（延床148.9m2）で測定 

＜三種換気＞給気：自然給気、排気：ファンによる排気 

＜床下利用＞給気：ファンによる給気 排気：自然排気 

測定期間（2013年） 

冬季 三種換気：2/21～23、床下利用：2/9～11 

夏季 三種換気：8/23～25、床下利用：8/29～31 

消費電力量はLDK、寝室にあるエアコンの合計値 
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図－2 プログラムによる暖冷房エネ計算結果 

☞詳細情報はこちら 

1） 赤嶺他：基礎断熱住宅の床下を利用した換気方式の

空調負荷削減効果に関する研究（その1，その2），

日本建築学会大学術講演梗概集，2014，pp.635-638 
2） 住宅・住戸の省エネルギー性能の判定プログラム

（Ver.1.15）http://house.app.lowenergy.jp/ 
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１．はじめに 

インド、パキスタン、バングラデシュ、スリラン

カの主要4カ国を含む南アジア地域は、世界人口の約

1/4を抱え今後の成長ポテンシャルが高い地域とし

て着目される一方で、全般的にインフラ不足が顕著

であり、このままでは今後の経済成長の阻害要因と

なりかねない。そこで、筆者がこれまでに構築して

きた、海陸双方の輸送ネットワークを含むインター

モーダル国際物流モデルを南アジア地域に拡張・適

用し、JICA南アジア部との連携により、港湾や陸上

インフラへの投資など国際物流政策の有無に応じた

将来輸送需要下での物流シミュレーションを行った。 

２．モデルシミュレーション 

筆者がこれまでに構築した、全世界170以上のコン

テナ港湾を対象とした国際海上コンテナネットワー

クシミュレーションモデルに、南アジア地域および

その背後地域としての中央アジア等の陸上（道路・

鉄道・内航水運）貨物輸送ネットワークモデルを追

加し、その上位に仮想的なインターモーダルネット

ワークを置いたシミュレーションモデルを構築した。

モデル再現性の確認例として、世界主要港のトラン

シップ（積替）率および南アジア各港の輸出入コン

テナ取扱量（2013年）を図－1に示す。概ね良好な再

現性を有するモデルが構築された。 

構築したモデルを用いて、2030年時点の輸送需要

および輸送ネットワークを想定し、南アジア地域の

港湾や背後インフラの改善に関するシナリオ別のシ

ミュレーションを実施した。一例として、デリー・

ムンバイ間貨物専用鉄道（DFC）の実施の有無による

背後貨物流動の変化を図－2に示す。図より、DFCの

実施によりインド北部～JNPT・ピパバブ港間などの

鉄道輸送が大きく増加する一方で、JNPTへの貨物集

中によりインド中部内陸地域発着貨物の一部が東部

のコルカタ港などへシフトしていること等がわかる。 
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図－1 モデルによる現状再現性の確認例 
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図－2 モデルシミュレーション例：デリー・ムンバ

イ間貨物専用鉄道（DFC）有無による貨物流動の変化 

３．おわりに 

筆者らの研究グループでは、本稿で紹介した南ア

ジア地域を対象としたモデルの精緻化にとどまらず、

アジア開発銀行等とも連携しながら、南アジア地域

の背後圏となる中央アジア地域や中国・ロシアなど

も含めたユーラシア大陸全土レベル、また大洋州等

の他地域への拡張も進めているところである。 

☞詳細情報はこちら 

1) JICA 南アジア地域クロスボーダー協力（海運）セミナ

ー 概要HP（講演資料あり） 

http://www.jica.go.jp/topics/2015/20151214_02.html 
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